第5章　中国の将来の発展と大気汚染の推移予想

５．１　中国の大気汚染の推移予想

　越境による大気汚染の影響が現状では直ちに環境破壊という形で表れるレベルではないということは、第1章でも述べた通りである。問題なのは、中国は現在急激な発展を遂げ、世界有数の経済大国へと発展していくとともに、世界有数の公害大国になろうともしていることである。
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出展：硫黄酸化物汚染対策に関する日中比較分析
http://eneken.ieej.or.jp/data/old/pdf/enekei/iousanka.pdf
　上表は1971年から1996年までの中国の二酸化硫黄排出量などを表したものである。左端のデータ、「SO2排出量（ESO2）」を参照すると、経年とともに二酸化硫黄排出量が増加していることがわかる。年平均伸び率は4.5%ほどの水準かそれ以上の値を示しており、急激に増加していることがわかる。これは、経済成長によるエネルギー消費の増大を主に石炭の使用によってまかなってきたことによるところが大きい。第3章では1996年から2002年にかけて石炭の使用量が落ち込み、それと共に二酸化硫黄の排出量が減少したことが確認されているが、2004年までにかけて石炭の使用量が1996年までの需要の伸びから予想される量とほぼ等しい値まで回復すると同時に二酸化硫黄の排出量も年平均9%以上の増加という急激な増加を示し、2005年にはそれまで排出量が最大であった1996年の排出量を上回った。

中国経済が予測されている発展を順調に遂げ、急増するエネルギー需要を賄おうとするとき、国内に豊富な石炭資源が存在し、かつ既に国内石油資源が枯渇気味であることを考えれば、石炭が今後も高い需要を保ちつつ使用量を増していくことは明白である。このままの状況が続けば、2030年には二酸化硫黄の排出量は5727.7万トンまで増加すると日本エネルギー経済研究所は示している。

５．２　中国に起因する日本への大気汚染の予想推移

　第1章でも述べたとおり、日本に飛来する中国由来の硫黄酸化物の沈着量がどれだけの割合を占めるかについては幾つかの説があるが、一般的な見解として10～30%と見積もられている。日本国内の硫黄酸化物の人為起源排出量推計値は1999年推計値で110万トンとされているが、日本に沈着する硫黄酸化物の国内発生源の寄与度を40％、中国の発生源の寄与度を30％と仮定すると、日本国内の全硫黄酸化物年間沈着量はおよそ275万トンとなり、そのうち87.5万トンが中国由来のものであるということになる。
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出展：環境省報道発表資料　酸性雨対策調査総合取りまとめ報告書について　添付資料（参考５）

http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=5052
ここで、5章1項の大気汚染の推移予測を当てはめる。1999年次の排出量と2030年の予測排出量を比較すると、およそ3.08倍に増加することが予測される。単純に2030年に値が3.08倍になると考えると、中国由来の硫黄酸化物は182.3万トン増加して269.8万トンに達すると考えられる。現在日本の硫黄酸化物排出量が横ばい傾向で安定していることを踏まえ、国内の排出量が変化しないと考えると、日本全体の硫黄酸化物沈着量のうち約71.0%を占める計算になる。

５．３　中国からの越境汚染増加による日本への影響

　まず、硫黄酸化物の増加量と酸性雨のpH濃度との関係を、スウェーデンでの調査結果を元に考えていきたい。スウェーデンでは最近10年間、近隣のヨーロッパ諸国から越境してきたと思われる硫黄酸化物等により酸性の投下物が増加し、自然状態での降下量が0.2g/㎡であったものが、約10倍の2.0g/㎡まで増加した。これによりスウェーデンの降雨のpHは自然時に5.6のものが4.2程度まで低下した。この酸性雨によって、スウェーデンの年損失額が850万ドル出ていると言われている。

　これを日本と中国に当てはめてみる。先ほど述べたように、2030年には日本は中国から冬期だけで269.8万トンの硫黄酸化物が越境してくると考えられている。そして主に越境汚染の被害を受ける日本海側の都道府県（秋田・山形・新潟・富山・石川・福井・京都・兵庫・鳥取・島根・山口）の11県の国土面積を合計すると、およそ7.5万ｋ㎡になる。越境する硫黄酸化物量をその値で割ると、１㎡あたりの硫黄降下量はおよそ24.3g/㎡となる。これが示すのは、現在のスウェーデンの約12.2倍もの酸性雨が将来日本に降るということである。pHの性質として、酸性物質濃度が10倍になるとpHが1下がるという性質を考慮すると、pHが3点台前半の降雨が日本で確認されると考えられる。pHが3点台前半というのは植生、土壌、水質など、あらゆる方面に対して急性の影響を及ぼす可能性の高い、非常に酸性の強い値である。さらに留意すべきなのは第2章でも説明した通り、汚染物質が日本に越境してくるのは中国側からの季節風の影響を受けるため、冬季に集中するということである。すなわち、その時期に限ってみればより低いpH値を示す酸性雨、ないしは酸性雪が観測される可能性が高いといえる。

これはスウェーデンと日本が全く同じ環境だと仮定した場合の推定に過ぎないが、硫黄酸化物以外にもこの論文では対象からはずしている窒素酸化物などの影響もあり、より酸性濃度も上昇する可能性も考えると、pHがこれと同程度、もしくはこれを超える値になることは十分に想定できる。2006年現在の日本海側都道府県のpHは平均4.7程度であり、現在特に大きな被害は出ていない。少なくても現在のpHの値を維持できる程度まで中国の越境汚染を食い止める必要がある。

それでは日本が中国の越境汚染、すなわち中国に排出量削減を促すためのモデルについて次の章で述べていきたい。
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